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東日本大震災における広域支援状況

１．下水道事業における災害時支援に関するルール（全国ルール）での支援体制

※１ 関係団体・・・（社）全国上下水道コンサルタント協会

（社）日本下水道施設業協会

（社）日本下水道管路管理業協会

（社）日本下水道処理施設管理業協会

全国管工事業協同組合連合会

（社）日本下水道協会

２．支援、応援、派遣の区分（参考）

被災都道府県 被災自治体

下水道対策本部
（設置場所：被災都道府県）

【組織体制】

・下水道対策本部長
被災都道府県

・本部員
日本下水道事業団

被災ブロック連絡会議幹事

被災ブロック内大都市

被災ブロック内都道府県・市町村

関係団体※１

・本部員（広域支援が必要な場合）

支援ブロック連絡会議幹事

大都市窓口

・特別本部員
国土交通省

被災ブロック内

都道府県・大都市
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支援要請

設置

（１）震度 6 弱以上の地震発生

（２）震度 5 強以下の地震等が発生し被災自治体から支援要請

（３）その他県等が必要と判断

【被災ブロック内の場合】

【広域支援が必要な場合】
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３．東日本大震災での支援体制

４．東日本大震災での支援（派遣）実績

支援先 支援団体（延べ人数） 計（延べ）

青森県 下水道新技術推進機構（７） ７人

岩手県

川崎市（４２）、名古屋市（１３８）、北海道庁（１４）、函館市（１４）、

小樽市（１４）、旭川市（２１）、室蘭市（１４）、江別市（２１）、石狩市

（１４）、日本下水道事業団（６６）、下水道新技術推進機構（４６）

４０４人

宮城県

大阪市（３４３）、札幌市（２１４）、広島市（９６）、福岡市（２１２）、

名古屋市（４９３）、川崎市（２５８）、岡山市（２７）、北海道（２１）、

函館市（１４）、小樽市（１４）、室蘭市（１４）、石狩市（１４）、釧路市

（１４）、苫小牧市（２８）、恵庭市（１４）、青森市（３４）、秋田県（３

２）、秋田市（１６）、潟上市（４）、大館市（１６）、山形県（８０）、山

形市（２４）、天童市（１６）、埼玉県（１８）、神奈川県（１５）、秦野市

（５）、群馬県（１０）、太田市（１０）、三重県（５）、四日市市（１５）、

岐阜県（５）、岐阜市（５）、大垣市（５）、関市（５）、愛知県（１０）、

一宮市（１０）、刈谷市（１０）、豊田市（１０）、静岡県（５）、磐田市（５）、

藤枝市（５）、菊川市（５）、石川県（２０） 金沢市（１５） 小松市（１０）

能美市（５） 富山県（１０） 富山下水道公社（５）、富山市（１０）、新潟

県（４）、長岡市（２５）、柏崎市（１５）、阿賀野市（１０）、小千谷市（１

６）、見附市（１６）、胎内市（８）、長野県（５）、松本市（５）、上田市

（５）、長野県下水道公社（５）、兵庫県（１２）、芦屋市（１２）、西宮市

（１２）、伊丹市（１２）、丹波市（１２）、姫路市（６）、宝塚市（６）、

たつの市（２４）、川西市（１８）、福井市（２４）、和歌山県（１２）、和

歌山市（１２）、京都府（１２）、福知山市（１２）、大阪府（３６）、池田

市（１２）、豊中市（２４）、奈良県（１２）、奈良市（１２）、滋賀県（６）、

大津市（１２）、彦根市（６）、山陽小野田市（２８）、広島県（１５）、三

次市（１０）、呉市（１０）、大竹市（５）、新見市（１２）、瀬戸内市（２

３，０２８人

下水道支援調整チーム

（国土交通省本省内に設置）

 担当チーム長： 下水道事業課長

 担当部局：

本省下水道部

国土技術政策総合研究所

下水道研究部

【連携機関】

日本下水道事業団

（財）下水道新技術推進機構

政令指定都市幹事都市

（社）日本下水道協会

（社）全国上下水道コンサルタント協会

（社）日本下水道施設業協会

（社）日本下水道管路管理業協会

（社）日本下水道処理施設管理業協会

下水道現地支援本部

（東北地方整備局内に設置）

 本部長： 地方整備局建政部長

 本部長代理：

本省下水道部 下水道事業調整官

 副本部長：

地方整備局建政部 都市調整官

本省下水道部 流域下水道計画調整官

【連携機関】

日本下水道事業団東北総合事務所

（社）日本下水道協会 等

大都市連絡窓口

（大阪市）

災害時支援全国代表者

連絡会議

事務局：日本下水道協会

大都市支援自治体

各支援ブロック

連絡会議幹事

支援ブロック内

支援自治体

支援ブロック内

都道府県
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連絡調整

連絡

調整

連絡

調整

連絡

調整

支援

支援

岩手県

下水道支援支部
支部長：県担当課長

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ：名古屋市

宮城県

下水道支援支部
支部長：県担当課長

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ：大阪市

仙台市

下水道支援班
支部長：仙台市

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ：新潟市

福島県

下水道支援支部
支部長：県担当課長

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ：神戸市

支援支部

（原則として該当県内

に設置）
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８）、倉敷市（２４）、備前市（１４）、真庭市（１４）、香川県（１４）、

観音寺市（６）、丸亀市（８）、東温市（３２）、四万十市（６）、福岡県（８）、

大牟田市（８）、直方市（８）、飯塚市（１２）、春日市（８）、大野城市（４）、

長崎県（４）、長崎市（１２）、熊本県（４）、熊本市（８）、八代市（４）、

日本下水道事業団（４０）、下水道新技術推進機構（９）、国土技術政策総合

研究所（３）、土木研究所（２１）

福島県 神戸市（１７２）、さいたま市（１１３）、日本下水道事業団（２７） ３１２人

茨城県 日本下水道事業団（７２） ７２人

埼玉県 日本下水道事業団（８） ８人

仙台市

札幌市（１９７） 東京都（１８５） 横浜市（１７９） 相模原市（１３４） 新

潟市（３９０）、静岡市（１７２）、浜松市（１３６）、京都市（１４２）、

堺市（１４６）、岡山市（６９）、広島市（８７）、北九州市（１０５）、日

本下水道事業団（５７）、下水道新技術推進機構（６）

２，００５人

千葉県

浦安市

東京都（７６）、千葉県（１６５）、市川市（７９）、船橋市（６６）、松戸

市（２４）、市原市（３６）、鎌ヶ谷市（２３）、野田市(２７) 、柏市(１２)
５０８人

千葉県

香取市

千葉県（３３）、成田市（５０）、八街市（８）、袖ヶ浦市（１８）、四街道

市（１２）、東金市（３０）、木更津市（１６）、大網白里町（１５）、東京

都（２７）、八千代市（１４）、佐倉市（８）

２３１人

計 ６，５７５人

※この他

•下水道現地支援本部（東北、関東）へ 本省（１１８）、国総研（３４）、東京都（１４）、横浜市

（２１）、日本下水道事業団（４２）、下水道協会（１１１） ６団体 計（延べ） ３４０人を派遣

５．支援方法等の改定作業

（１）アンケートの実施

【アンケートの目的】

東日本大震災のような広域的な被害があった場合の支援体制の問題点を検証し、今後の広域的支援

体制のあり方を検討することを目的とする

【アンケート対象者】

各ブロックの下水道災害連絡会議構成員のうち、支援に向かった都道府県・関連市（１０７団体）

【アンケート実施方法】

ブロック連絡会議幹事を通じ、アンケート対象者にアンケートを依頼

【アンケート期間】

７月 29 日～８月 19日まで

【回答者】

６２団体（回収率５８％）
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（２）主なアンケート意見

○今回の支援体制への評価

○東日本大震災での課題

支援要請に関する事項

 全国知事会、市長会や国交省下水道部からの直接要請など、複数の支援要請のルートが存在し、

支援情報が輻輳した。

 上水・下水を一括した部局で行う自治体（事業体）が増えており、上水の支援体制（日本水道

協会）と異なることから、各自治体（事業体／下水道協会会員）で戸惑いがあった。

 支援要請時に必要な人材・物資・支援期間を明確に示してほしい。

 被災から支援要請までに時間が掛かり過ぎた。

 支援要請に対する支援可能の回答期間が短過ぎた。

情報伝達に関する事項

 今回の支援体制の情報が末端の市町村まで情報伝達されなかった。

 情報が多すぎて整理に時間を要した。HP 等で必要な情報を入手できた方が良い。

 支援の判断に現地までの移動手段、宿泊情報等が必要となるため、詳細な現地の情報提供が必

要である。

 情報伝達は円滑に行われたが、支援隊の編成等の調整に時間を要した。

 被災自治体の状況、調査の進捗状況等の情報提供が必要である。

 マンホールの鍵の情報が必要である。

 災害時に電子メールが使えない場合があるため、その他の通信方法を検討する必要がある。

支援準備段階での情報内容に関する事項

 現地までの交通状況（高速道路、災害派遣車両車両証明書）等の情報。

 食糧、電気、水道等のインフラ情報。

 現場に応じた調査資機材のリスト。

 二次災害の危険性の有無。（職員の安全性の確保）

 現地調査に用いる調査表を事前に送ってほしい。

支援体制の構築に関する事項

 支援決定から出発日が短期間であったことから、食糧・資材等の調達に苦労した。

 広域な被災が発生した場合、被災ブロックの幹事県が機能できないため、被災ブロック内の自

治体が支援を行う場合は、他ブロックの指揮下で活動を行いたい。

66%

32%

2%

効果的に機能した

多少の改善が必要である。

大きく改善する必要がある

回答数：65

（重複回答あり）
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 自治体単独で支援隊を構築するのか、自治体間の連携により構築するのか検討していなかった

ため、調整に時間を要した。

 下水道実務に乏しい自治体に支援隊リーダーの依頼があった。

 下水道に従事する技術者が少なく、支援隊の構築に苦労した。

その他

 宿泊施設、燃料の確保に苦労したため、現地の自治体からの斡旋もしくは情報がほしい。

 災害時の調査方法、査定設計書作成業務などの技術研修を行ってほしい。

 全国的な支援の進捗状況を HPで公表してほしい。

（３）災害時支援に関する検討委員会での検討内容（案）

下水道協会内に設置している「災害時支援に関する検討委員会」等にて、本アンケート結果のほか、

支援を受け入れた自治体からの意見、民間企業との連携方法について検討し、自治体間の支援に関する

ルールの改定作業に着手する。

【検討事項（案）】

 現行ルールでは、東日本大震災のような複数県にわたる広域被害に対する支援を想定していない

ため、今回のような広域被害に対する広域支援体制を構築について。

 ブロック内に平常時からの支援隊の設置の必要性について。

 情報伝達訓練に加えて、現地調査方法等の訓練の必要性について。

 電子メール以外の情報伝達方法について。

 自治体内でのルールの普及啓蒙方法について。

【参考】災害時支援に関する検討委員会 名簿（案）

・国土交通省

・東京都

・新潟県

・愛知県

・大阪府

・香川県

・福岡県

・大阪市

・神戸市

・東日本大震災での被災自治体

・日本下水道事業団

・（社）全国上下水道コンサルタント協会

・（社）日本下水道施設業協会

・（社）日本下水道処理施設管理業協会

・（社）日本下水道管路管理業協会

・全国管工事業協同組合連合会


